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長
門
市
の
平
成
21
年
度
の
決
算
が
議
会
で
承
認
さ
れ
ま
し
た
。
み
な
さ
ん
に
納

め
て
い
た
だ
い
た
税
金
は
、
私
た
ち
の
暮
ら
し
を
よ
り
よ
く
す
る
た
め
に
さ
ま
ざ

ま
な
形
で
使
わ
れ
て
い
ま
す
。
ど
の
く
ら
い
納
め
ら
れ
、
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
て

い
る
か
、
長
門
市
の
台
所
事
情
を
平
成
21
年
度
の
決
算
か
ら
ご
紹
介
し
ま
す
。

　

長
門
市
の
会
計
は
３
つ
の
会
計
に
分
け
ら

れ
ま
す
。
１
つ
目
は
、一
般
的
な
経
費
が
出
し

入
れ
さ
れ
る
「
一
般
会
計
」、
２
つ
目
は
特
別

な
事
業
を
行
う
た
め
の
経
費
を
一
般
会
計
と

は
区
別
し
て
出
し
入
れ
す
る
「
特
別
会
計
」、

３
つ
目
は
法
律
に
よ
っ
て
収
益
が
認
め
ら
れ

て
い
る
水
道
事
業
な
ど
の
「
公
営
企
業
会
計
」

で
す
。
こ
の
中
で
、
市
の
運
営
上
の
中
核
と

な
り
、
最
も
大
き
な
お
金
が
出
入
り
す
る
会

計
が
「
一
般
会
計
」
で
す
。

【
一
般
会
計
】

　

私
た
ち
の
生
活
に
最
も
関
わ
り
が
深
い
の

が
一
般
会
計
で
す
。
平
成
21
年
度
一
般
会
計

で
は
、
歳
入
が
２
０
８
億
８
、６
６
４
万
円
、

歳
出
が
２
０
４
億
３
、６
６
４
万
円
で
、
翌
年

に
繰
り
越
す
べ
き
財
源
１
億
２
、８
９
３
万
円

を
差
し
引
き
３
億
２
、１
０
７
万
円
の
黒
字
決

算
と
な
り
ま
し
た
。
対
前
年
比
で
は
、
歳
入
・

歳
出
と
も
ほ
と
ん
ど
前
年
並
み
で
し
た
。

【
歳
入
】
市
税
歳
入
は
減
、
交
付
税
が
増

　

み
な
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ
い
た
市
税

が
、
40
億
５
、３
３
２
万
円
で
、
前
年
に
対
し

て
４
・
３
％
の
減
、
歳
入
全
体
の
19
・
４
％
を

占
め
て
い
ま
す
。
ま
た
、
市
の
財
政
力
に
応

じ
て
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
「
地
方
交
付
税
」
が

84
億
７
、３
３
０
万
円
で
前
年
度
比
３
・
１
％

増
、
歳
入
全
体
の
40
・
６
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

市
税
は
減
少
し
ま
し
た
が
、
雇
用
対
策
・
地
域

資
源
活
用
臨
時
特
例
費
の
創
設
な
ど
に
よ
り

地
方
交
付
税
が
増
え
た
た
め
、
昨
年
度
並
み

の
歳
入
決
算
額
と
な
り
ま
し
た
。

用語解説
■自主財源
　市税や市の施設の使用料な
ど市が独自で調達するお金
■依存財源
　地方交付税や国・県支出金
など国や県から市に入ってく
るお金

　

市
税
や
使
用
料
な
ど
、
長
門
市
が
独
自
に

確
保
で
き
る
収
入
を
「
自
主
財
源
」
と
呼
び
ま

す
。
こ
れ
に
対
し
て
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ

る
お
金
や
借
入
金
を
「
依
存
財
源
」
と
呼
び
ま

す
。
平
成
21
年
度
の
歳
入
で
は
、
自
主
財
源

が
歳
入
全
体
の
28
・
３
％
で
、
依
存
財
源
は
歳

入
全
体
の
71
・
７
％
と
な
っ
て
お
り
、
そ
の
割

合
が
昨
年
度
よ
り
も
増
え
て
い
ま
す
。

【
歳
出
】
ほ
ぼ
昨
年
度
並
み
の
決
算
額

　

歳
出
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
に
比
べ
約

７
千
万
円
（
０
・
３
％
）
の
増
で
し
た
。
歳
出

の
ト
ッ
プ
は
民
生
費
46
億
５
、８
８
０
万
円

で
、
全
体
の
22
・
８
％
を
占
め
て
お
り
、
昨
年

度
に
比
べ
３
、５
１
８
万
円
（
０
・
８
％
）
の
増

と
な
り
ま
し
た
。
次
に
多
い
の
が
市
の
借
金

に
当
た
る
公
債
費
で
、
39
億
１
、９
０
６
万
円

で
全
体
の
19
・
２
％
に
な
り
、
前
年
度
に
比
べ
、

２
億
６
、９
１
８
万
円
（
６
・
４
％
）
の
減
と
な

り
ま
し
た
。
３
番
目
に
多
い
の
が
、
総
務
費

で
38
億
６
、３
９
８
万
円
、
全
体
の
18
・
９
％

と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
国
の
景
気
対

策
事
業
費
が
増
加
し
た
た
め
、
前
年
度
に
比

べ
、
３
億
７
、０
５
０
万
円
（
10
・
６
％
）
の
増

と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
教
育
費
が
、
給
食
セ

ン
タ
ー
の
建
設
の
た
め
、
31
・
４
％
の
増
、
災

害
復
旧
費
が
昨
年
７
月
の
豪
雨
災
害
に
よ
り
、

２
億
２
、９
０
９
万
円
（
602
・
１
％
）
の
大
幅
増

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

歳
出
を
、
性
質
別
に
分
類
す
る
と
、
義
務
的

経
費
が
50
・
９
％
で
昨
年
に
比
べ
２
・
６
％
の

減
、
投
資
的
経
費
が
14
・
９
％
で
昨
年
に
比
べ

４
・
６
％
の
増
で
し
た
。

■総務費
　市の全般的な事務事業のた
めの経費
■農林水産費
　農林業の振興、漁港などの維
持・整備、農業委員会の経費
■土木費
　道路・公園・市営住宅などの
維持・整備の経費
■衛生費
　各種検診、環境対策、ごみ処
理などの経費
■教育費
　小・中学校の教育、文化・ス
ポーツ振興などの経費
■消防費
　消防に関する経費
■商工費
　商工業や観光振興のための
経費
■議会費
　市議会運営のための経費

性質別歳出割合

用語解説
■義務的経費
　支出が義務づけられており、
任意に削減できない経費
■投資的経費
　建物や道路の整備などの経
費で、その支出の効果が長期
にわたって持続するもの
■民生費
　児童・高齢者・障害者などの
福祉に関する経費
■公債費
　事業を行うために借り入れ
たお金の償還金

■市税
　市民のみなさんから納めて
いただく税金や会社の法人市
民税など
■地方交付税
　国の所得税、法人税、酒税
などを一定割合で市の財政状
況に応じて国から交付される
お金
■市債
　市が事業を行うために借り
入れたお金

特集■決算報告

決
算
報
告

特集
平成21年度一般会計

歳入

　税の種類

  市民税

  固定資産税

  軽自動車税

  市たばこ税

  入湯税

  都市計画税

  　合　計

収入金額　

16億1,514万円

19億1,391万円

8,969万円

1億8,863万円

3,710万円

2億   885万円

40億5,332万円

市税の内訳

97.7％

95.1％

97.8％

100.0％

98.8％

95.1％

96.5％

　基金の種類

  財政調整基金

  減債基金

  職員退職手当基金

  地域福祉振興基金

  ふるさと・水と土保全基金

  観光施設等整備基金

  教育・文化及び体育振興奨励基金

  香月泰男美術館運営基金

  国民健康保険基金

  国民健康保険高額療養費資金貸付基金

  介護給付費準備基金

  県収入証紙調達基金

  土地開発基金

  介護従事者処遇改善臨時特例基金

　　合　　計

金額　

10億6,892万円

8,380万円

4億6,007万円

2億5,332万円

416万円

320万円

920万円

1億3,614万円

2億8,649万円

1,184万円

2億8,364万円

400万円

7億6,224万円

1,630万円

33億8,331万円

基金の残高

　財産の種類

  土地

  建物

  山林

  出資金

  基金

　　

224万㎡

25万㎡

5,294万㎡

2億7,106万円

33億8,331万円

市有財産の状況

　会計

  国民健康保険事業

  公共下水道事業

  湯本温泉事業

  老人保健事業

  漁業集落排水事業

  農業集落排水事業

  介護保険事業

  電気通信事業

  後期高齢者医療事業

歳入　

54億2,821万円

12億5,183万円

9,884万円

3,878万円

1億5,747万円

6億   470万円

31億7,075万円

1億   921万円

5億5,024万円

歳出　

53億2,922万円

12億5,013万円

9,884万円

2,820万円

1億5,747万円

6億   470万円

30億7,268万円

9,717万円

5億4,009万円

特別会計決算

内一般会計から　
繰入金　

4億   289万円

4億8,076万円

5,247万円

0万円

7,311万円

3億8,708万円

4億2,581万円

0万円

1億5,942万円

地方債残高

※普通会計：長門市においては一般会計 +電気通信事
　　　　　　業会計

  ①実質赤字比率

  ②連結実質赤字比率

  ③実質公債費比率

  ④将来負担比率

長門市　　

該当なし

該当なし

16.1％

135.0％

早期健全化基準

12.94％以上

17.94％以上

25.0％以上

350.0％以上

財政健全化比率

財政再生基準

20.0％以上

40.0％以上

35.0％以上

－

  水道事業会計

  公共下水道事業会計

  農業集落排水事業会計

  漁業集落排水事業会計

  湯本温泉事業会計

資金不足比率

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

経営健全化基準

20.0％　　

資金不足比率

※水道事業以外は準公営企業会計です

収納率
（現年分）

　会計
  普通会計
  下水道事業
  漁業集落排水事業
  農業集落排水事業
  観光施設事業
  介護サービス事業
  水道事業

　会計
274億2,073万円 
55億3,316万円
6億1,763万円
42億   491万円
3億       1万円

400万円
39億5,786万円

歳出

　災害復旧費
2億6,714万円
　  （1.3％）

   　その他
3億7,358万円
　  （1.8％）

0

20

40

60

80

100

　  民生費
47億815万円
　（22.6％）

　  民生費
47億815万円
　（22.6％）

　  公債費
39億9,689万円
　（19.2％）

　  公債費
39億9,689万円
　（19.2％）

　  総務費
34億196万円
　（16.3％）

　  総務費
34億196万円
　（16.3％）

   農林水産費
25億2,480万円
　 （16.3％）

   農林水産費
25億2,480万円
　 （16.3％）

   　土木費
18億8,921万円
　  （9.1％）

   　土木費
18億8,921万円
　  （9.1％）

   　教育費
13億5,977万円
　  （6.5％）

   　教育費
13億5,977万円
　  （6.5％）
   　衛生費
12億5,625万円
　  （6.0％）

   　衛生費
12億5,625万円
　  （6.0％）

   　消防費
7億2,193 万円
　  （3.5％）

   　消防費
7億2,193 万円
　  （3.5％）
   　商工費
6億1,151万円
　  （2.9％）

   　商工費
6億1,151万円
　  （2.9％）
   　議会費
2億4,029万円
　  （1.2％）

0 2 4 6 8 10 12
   　単位：万円

   民生費

   公債費

   総務費

   農林   
水産費

   教育費

   衛生費

   土木費

   消防費

   商工費

   議会費

   その他

   3万1,364円

   3万    333円

   1万5,411円

   1万3,836円

   4,334円

   16,223円

市民一人あたりに使われたお金
   ※平成22年11月1日現在の住民基本台帳の
　　人口39,496人から算出

 ※１に近いほど裕福

91

92

93

94

95

96

97

98

99

財政力指数とは地方公共団体の財政上の能力を示すもの
です。これが「１」に近いほど裕福な財政といえます。

経常収支比率は財政の弾力性を示すものです。この比率
が大きいほど硬直化した財政といえます。

公債費とそれに準じる経費の割合。高いほど財政が硬直
化しています。

　  民生費
46億5,880万円
　（22.8％）

　  公債費
39億1,906万円
　（19.2％）

　  総務費
38億6,398万円
　（18.9％）

   農林水産費
18億780万円
　 （8.9％）

   　土木費
11億9,804万円
　  （5.9％）

   　教育費
17億8,319万円
　  （8.7％）

   　衛生費
12億3,876万円
　  （6.1％）

    消防費
6億869万円
　 （3.0％）

   商工費
5億4,645万円
　 （2.7％）

   11万7,956円

   9万9,227円

   9万7,832円

   4万5,772円

   4万5,149円

   　議会費
1億7,116 万円
　  （0.8％）

0 2 4 6 8 10 12

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

投資的経費
 14.9％

歳入総額
208億
8,664万円

使用料及び手数料
  5億1,104万円

繰越金
  5億    748万円

分担金及び負担金
     1億8,860万円
財産収入

  4,920万円
繰入金

570万円
寄附金

842万円

地方消費税交付金
  3億5,025万円

地方譲与税
  2億3,022万円

自動車取得税交付金
       7,532万円

地方特例交付金
5,882万円

利子割交付金
1,677万円

配当割交付金
528万円

株式等譲渡所得割交付金
292万円

ゴルフ場利用税交付金
1,004万円

交通安全対策特別交付金
544万円

歳出総額
204億
3,664万円

義務的経費
 50.9％

その他
 34.2％

人件費
21.8％

扶助費
11.2％

公債費
17.9％

普通建設事業費
　　13.6％

災害復旧費
　 1.3％

物件費
11.6％

繰出金
12.7％

その他
 9.9％

財政力指数

昨年度
長門市
0.399

県平均
0.594

国平均
0.550

 ※小さいほどよい

経常収支比率

長門市
92.3

県平均
94.0

国平均
91.8

11

12

13

14

15

16

17
 ※小さいほどよい
実質公債費比率

％

％

長門市
16.1

県平均
13.4 国平均

11.2

　　依存財源
　　149億7,785万円
　　　（71.7％）

市税
40億5,332万円
（19.4％）

諸収入
5億8,502万円
（2.8％）

その他
12億7,045万円
    （6.1％）

　地方交付税
84億7,330万円
　（40.6％）

　　市　債
20億9,156万円
 　 （10.0％）

　　県支出金
15億3,313万円
　　（7.4％）

　国庫支出金
21億2,480万円
　（10.2％）

　　その他
7億5,507万円
   　（3.7％）

自主財源
59億878万円
     （28.3％）

長門市
0.393

昨年度
長門市
97.5

昨年度
長門市
15.4

91

92

93

94

95

96

97

98

99

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

11

12

13

14
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17
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　災害復旧費
2億6,714万円
　  （1.3％）

   　その他
3億7,358万円
　  （1.8％）

0

20

40

60

80

100

　  民生費
47億815万円
　（22.6％）

　  民生費
47億815万円
　（22.6％）

　  公債費
39億9,689万円
　（19.2％）

　  公債費
39億9,689万円
　（19.2％）

　  総務費
34億196万円
　（16.3％）

　  総務費
34億196万円
　（16.3％）

   農林水産費
25億2,480万円
　 （16.3％）

   農林水産費
25億2,480万円
　 （16.3％）

   　土木費
18億8,921万円
　  （9.1％）

   　土木費
18億8,921万円
　  （9.1％）

   　教育費
13億5,977万円
　  （6.5％）

   　教育費
13億5,977万円
　  （6.5％）
   　衛生費
12億5,625万円
　  （6.0％）

   　衛生費
12億5,625万円
　  （6.0％）

   　消防費
7億2,193 万円
　  （3.5％）

   　消防費
7億2,193 万円
　  （3.5％）
   　商工費
6億1,151万円
　  （2.9％）

   　商工費
6億1,151万円
　  （2.9％）
   　議会費
2億4,029万円
　  （1.2％）

0 2 4 6 8 10 12
   　単位：万円

   民生費

   公債費

   総務費

   農林   
水産費

   教育費

   衛生費

   土木費

   消防費

   商工費

   議会費

   その他

   3万1,364円

   3万    333円

   1万5,411円

   1万3,836円

   4,334円

   16,223円

市民一人あたりに使われたお金
   ※平成22年11月1日現在の住民基本台帳の
　　人口39,496人から算出

 ※１に近いほど裕福
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財政力指数とは地方公共団体の財政上の能力を示すもの
です。これが「１」に近いほど裕福な財政といえます。

経常収支比率は財政の弾力性を示すものです。この比率
が大きいほど硬直化した財政といえます。

公債費とそれに準じる経費の割合。高いほど財政が硬直
化しています。

　  民生費
46億5,880万円
　（22.8％）

　  公債費
39億1,906万円
　（19.2％）

　  総務費
38億6,398万円
　（18.9％）

   農林水産費
18億780万円
　 （8.9％）

   　土木費
11億9,804万円
　  （5.9％）

   　教育費
17億8,319万円
　  （8.7％）

   　衛生費
12億3,876万円
　  （6.1％）

    消防費
6億869万円
　 （3.0％）

   商工費
5億4,645万円
　 （2.7％）

   11万7,956円

   9万9,227円

   9万7,832円

   4万5,772円

   4万5,149円

   　議会費
1億7,116 万円
　  （0.8％）

0 2 4 6 8 10 12

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

投資的経費
 14.9％

歳入総額
208億
8,664万円

使用料及び手数料
  5億1,104万円

繰越金
  5億    748万円

分担金及び負担金
     1億8,860万円
財産収入

  4,920万円
繰入金

570万円
寄附金

842万円

地方消費税交付金
  3億5,025万円

地方譲与税
  2億3,022万円

自動車取得税交付金
       7,532万円

地方特例交付金
5,882万円

利子割交付金
1,677万円

配当割交付金
528万円

株式等譲渡所得割交付金
292万円

ゴルフ場利用税交付金
1,004万円

交通安全対策特別交付金
544万円

歳出総額
204億
3,664万円

義務的経費
 50.9％

その他
 34.2％

人件費
21.8％

扶助費
11.2％

公債費
17.9％

普通建設事業費
　　13.6％

災害復旧費
　 1.3％

物件費
11.6％

繰出金
12.7％

その他
 9.9％

財政力指数

昨年度
長門市
0.399

県平均
0.594

国平均
0.550

 ※小さいほどよい

経常収支比率

長門市
92.3

県平均
94.0

国平均
91.8
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 ※小さいほどよい
実質公債費比率

％

％

長門市
16.1

県平均
13.4 国平均

11.2

　　依存財源
　　149億7,785万円
　　　（71.7％）

市税
40億5,332万円
（19.4％）

諸収入
5億8,502万円
（2.8％）

その他
12億7,045万円
    （6.1％）

　地方交付税
84億7,330万円
　（40.6％）

　　市　債
20億9,156万円
 　 （10.0％）

　　県支出金
15億3,313万円
　　（7.4％）

　国庫支出金
21億2,480万円
　（10.2％）

　　その他
7億5,507万円
   　（3.7％）

自主財源
59億878万円
     （28.3％）

長門市
0.393

昨年度
長門市
97.5

昨年度
長門市
15.4
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0.0

0.1
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0.3

0.4

0.5

0.6
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　税の種類

  市民税

  固定資産税

  軽自動車税

  市たばこ税

  入湯税

  都市計画税

  　合　計

収入金額　

16億1,514万円

19億1,391万円

8,969万円

1億8,863万円

3,710万円

2億   885万円

40億5,332万円

市税の内訳

97.7％

95.1％

97.8％

100.0％

98.8％

95.1％

96.5％

　基金の種類

  財政調整基金

  減債基金

  職員退職手当基金

  地域福祉振興基金

  ふるさと・水と土保全基金

  観光施設等整備基金

  教育・文化及び体育振興奨励基金

  香月泰男美術館運営基金

  国民健康保険基金

  国民健康保険高額療養費資金貸付基金

  介護給付費準備基金

  県収入証紙調達基金

  土地開発基金

  介護従事者処遇改善臨時特例基金

　　合　　計

金額　

10億6,892万円

8,380万円

4億6,007万円

2億5,332万円

416万円

320万円

920万円

1億3,614万円

2億8,649万円

1,184万円

2億8,364万円

400万円

7億6,224万円

1,630万円

33億8,331万円

基金の残高

　財産の種類

  土地

  建物

  山林

  出資金

  基金

　　

224万㎡

25万㎡

5,294万㎡

2億7,106万円

33億8,331万円

市有財産の状況

　会計

  国民健康保険事業

  公共下水道事業

  湯本温泉事業

  老人保健事業

  漁業集落排水事業

  農業集落排水事業

  介護保険事業

  電気通信事業

  後期高齢者医療事業

歳入　

54億2,821万円

12億5,183万円

9,884万円

3,878万円

1億5,747万円

6億   470万円

31億7,075万円

1億   921万円

5億5,024万円

歳出　

53億2,922万円

12億5,013万円

9,884万円

2,820万円

1億5,747万円

6億   470万円

30億7,268万円

9,717万円

5億4,009万円

特別会計決算

内一般会計から　
繰入金　

4億   289万円

4億8,076万円

5,247万円

0万円

7,311万円

3億8,708万円

4億2,581万円

0万円

1億5,942万円

地方債残高

※普通会計：長門市においては一般会計 +電気通信事
　　　　　　業会計

  ①実質赤字比率

  ②連結実質赤字比率

  ③実質公債費比率

  ④将来負担比率

長門市　　

該当なし

該当なし

16.1％

135.0％

早期健全化基準

12.94％以上

17.94％以上

25.0％以上

350.0％以上

財政健全化比率

財政再生基準

20.0％以上

40.0％以上

35.0％以上

－

  水道事業会計

  公共下水道事業会計

  農業集落排水事業会計

  漁業集落排水事業会計

  湯本温泉事業会計

資金不足比率

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

経営健全化基準

20.0％　　

資金不足比率

※水道事業以外は準公営企業会計です

収納率
（現年分）

　会計
  普通会計
  下水道事業
  漁業集落排水事業
  農業集落排水事業
  観光施設事業
  介護サービス事業
  水道事業

　会計
274億2,073万円 
55億3,316万円
6億1,763万円
42億   491万円
3億       1万円

400万円
39億5,786万円

　税の種類

  市民税

  固定資産税

  軽自動車税

  市たばこ税

  入湯税

  都市計画税

  　合　計

収入金額　

16億1,514万円

19億1,391万円

8,969万円

1億8,863万円

3,710万円

2億   885万円

40億5,332万円

市税の内訳

97.7％

95.1％

97.8％

100.0％

98.8％

95.1％

96.5％

　基金の種類

  財政調整基金

  減債基金

  職員退職手当基金

  地域福祉振興基金

  ふるさと・水と土保全基金

  観光施設等整備基金

  教育・文化及び体育振興奨励基金

  香月泰男美術館運営基金

  国民健康保険基金

  国民健康保険高額療養費資金貸付基金

  介護給付費準備基金

  県収入証紙調達基金

  土地開発基金

  介護従事者処遇改善臨時特例基金

　　合　　計

金額　

10億6,892万円

8,380万円

4億6,007万円

2億5,332万円

416万円

320万円

920万円

1億3,614万円

2億8,649万円

1,184万円

2億8,364万円

400万円

7億6,224万円

1,630万円

33億8,331万円

基金の残高

　財産の種類

  土地

  建物

  山林

  出資金

  基金

　　

224万㎡

25万㎡

5,294万㎡

2億7,106万円

33億8,331万円

市有財産の状況

　会計

  国民健康保険事業

  公共下水道事業

  湯本温泉事業

  老人保健事業

  漁業集落排水事業

  農業集落排水事業

  介護保険事業

  電気通信事業

  後期高齢者医療事業

歳入　

54億2,821万円

12億5,183万円

9,884万円

3,878万円

1億5,747万円

6億   470万円

31億7,075万円

1億   921万円

5億5,024万円

歳出　

53億2,922万円

12億5,013万円

9,884万円

2,820万円

1億5,747万円

6億   470万円

30億7,268万円

9,717万円

5億4,009万円

特別会計決算

内一般会計から　
繰入金　

4億   289万円

4億8,076万円

5,247万円

0万円

7,311万円

3億8,708万円

4億2,581万円

0万円

1億5,942万円

地方債残高

※普通会計：長門市においては一般会計 +電気通信事
　　　　　　業会計

  ①実質赤字比率

  ②連結実質赤字比率

  ③実質公債費比率

  ④将来負担比率

長門市　　

該当なし

該当なし

16.1％

135.0％

早期健全化基準

12.94％以上

17.94％以上

25.0％以上

350.0％以上

財政健全化比率

財政再生基準

20.0％以上

40.0％以上

35.0％以上

－

  水道事業会計

  公共下水道事業会計

  農業集落排水事業会計

  漁業集落排水事業会計

  湯本温泉事業会計

資金不足比率

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

経営健全化基準

20.0％　　

資金不足比率

※水道事業以外は準公営企業会計です

収納率
（現年分）

　会計
  普通会計
  下水道事業
  漁業集落排水事業
  農業集落排水事業
  観光施設事業
  介護サービス事業
  水道事業

　会計
274億2,073万円 
55億3,316万円
6億1,763万円
42億   491万円
3億       1万円

400万円
39億5,786万円

　税の種類

  市民税

  固定資産税

  軽自動車税

  市たばこ税

  入湯税

  都市計画税

  　合　計

収入金額　

16億1,514万円

19億1,391万円

8,969万円

1億8,863万円

3,710万円

2億   885万円

40億5,332万円

市税の内訳

97.7％

95.1％

97.8％

100.0％

98.8％

95.1％

96.5％

　基金の種類

  財政調整基金

  減債基金

  職員退職手当基金

  地域福祉振興基金

  ふるさと・水と土保全基金

  観光施設等整備基金

  教育・文化及び体育振興奨励基金

  香月泰男美術館運営基金

  国民健康保険基金

  国民健康保険高額療養費資金貸付基金

  介護給付費準備基金

  県収入証紙調達基金

  土地開発基金

  介護従事者処遇改善臨時特例基金

　　合　　計

金額　

10億6,892万円

8,380万円

4億6,007万円

2億5,332万円

416万円

320万円

920万円

1億3,614万円

2億8,649万円

1,184万円

2億8,364万円

400万円

7億6,224万円

1,630万円

33億8,331万円

基金の残高

　財産の種類

  土地

  建物

  山林

  出資金

  基金

　　

224万㎡

25万㎡

5,294万㎡

2億7,106万円

33億8,331万円

市有財産の状況

　会計

  国民健康保険事業

  公共下水道事業

  湯本温泉事業

  老人保健事業

  漁業集落排水事業

  農業集落排水事業

  介護保険事業

  電気通信事業

  後期高齢者医療事業

歳入　

54億2,821万円

12億5,183万円

9,884万円

3,878万円

1億5,747万円

6億   470万円

31億7,075万円

1億   921万円

5億5,024万円

歳出　

53億2,922万円

12億5,013万円

9,884万円

2,820万円

1億5,747万円

6億   470万円

30億7,268万円

9,717万円

5億4,009万円

特別会計決算

内一般会計から　
繰入金　

4億   289万円

4億8,076万円

5,247万円

0万円

7,311万円

3億8,708万円

4億2,581万円

0万円

1億5,942万円

地方債残高

※普通会計：長門市においては一般会計 +電気通信事
　　　　　　業会計

  ①実質赤字比率

  ②連結実質赤字比率

  ③実質公債費比率

  ④将来負担比率

長門市　　

該当なし

該当なし

16.1％

135.0％

早期健全化基準

12.94％以上

17.94％以上

25.0％以上

350.0％以上

財政健全化比率

財政再生基準

20.0％以上

40.0％以上

35.0％以上

－

  水道事業会計

  公共下水道事業会計

  農業集落排水事業会計

  漁業集落排水事業会計

  湯本温泉事業会計

資金不足比率

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

経営健全化基準

20.0％　　

資金不足比率

※水道事業以外は準公営企業会計です

収納率
（現年分）

　会計
  普通会計
  下水道事業
  漁業集落排水事業
  農業集落排水事業
  観光施設事業
  介護サービス事業
  水道事業

　会計
274億2,073万円 
55億3,316万円
6億1,763万円
42億   491万円
3億       1万円

400万円
39億5,786万円

　税の種類

  市民税

  固定資産税

  軽自動車税

  市たばこ税

  入湯税

  都市計画税

  　合　計

収入金額　

16億1,514万円

19億1,391万円

8,969万円

1億8,863万円

3,710万円

2億   885万円

40億5,332万円

市税の内訳

97.7％

95.1％

97.8％

100.0％

98.8％

95.1％

96.5％

　基金の種類

  財政調整基金

  減債基金

  職員退職手当基金

  地域福祉振興基金

  ふるさと・水と土保全基金

  観光施設等整備基金

  教育・文化及び体育振興奨励基金

  香月泰男美術館運営基金

  国民健康保険基金

  国民健康保険高額療養費資金貸付基金

  介護給付費準備基金

  県収入証紙調達基金

  土地開発基金

  介護従事者処遇改善臨時特例基金

　　合　　計

金額　

10億6,892万円

8,380万円

4億6,007万円

2億5,332万円

416万円

320万円

920万円

1億3,614万円

2億8,649万円

1,184万円

2億8,364万円

400万円

7億6,224万円

1,630万円

33億8,331万円

基金の残高

　財産の種類

  土地

  建物

  山林

  出資金

  基金

　　

224万㎡

25万㎡

5,294万㎡

2億7,106万円

33億8,331万円

市有財産の状況

　会計

  国民健康保険事業

  公共下水道事業

  湯本温泉事業

  老人保健事業

  漁業集落排水事業

  農業集落排水事業

  介護保険事業

  電気通信事業

  後期高齢者医療事業

歳入　

54億2,821万円

12億5,183万円

9,884万円

3,878万円

1億5,747万円

6億   470万円

31億7,075万円

1億   921万円

5億5,024万円

歳出　

53億2,922万円

12億5,013万円

9,884万円

2,820万円

1億5,747万円

6億   470万円

30億7,268万円

9,717万円

5億4,009万円

特別会計決算

内一般会計から　
繰入金　

4億   289万円

4億8,076万円

5,247万円

0万円

7,311万円

3億8,708万円

4億2,581万円

0万円

1億5,942万円

地方債残高

※普通会計：長門市においては一般会計 +電気通信事
　　　　　　業会計

  ①実質赤字比率

  ②連結実質赤字比率

  ③実質公債費比率

  ④将来負担比率

長門市　　

該当なし

該当なし

16.1％

135.0％

早期健全化基準

12.94％以上

17.94％以上

25.0％以上

350.0％以上

財政健全化比率

財政再生基準

20.0％以上

40.0％以上

35.0％以上

－

  水道事業会計

  公共下水道事業会計

  農業集落排水事業会計

  漁業集落排水事業会計

  湯本温泉事業会計

資金不足比率

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

経営健全化基準

20.0％　　

資金不足比率

※水道事業以外は準公営企業会計です

収納率
（現年分）

　会計
  普通会計
  下水道事業
  漁業集落排水事業
  農業集落排水事業
  観光施設事業
  介護サービス事業
  水道事業

　会計
274億2,073万円 
55億3,316万円
6億1,763万円
42億   491万円
3億       1万円

400万円
39億5,786万円

　税の種類

  市民税

  固定資産税

  軽自動車税

  市たばこ税

  入湯税

  都市計画税

  　合　計

収入金額　

16億1,514万円

19億1,391万円

8,969万円

1億8,863万円

3,710万円

2億   885万円

40億5,332万円

市税の内訳

97.7％

95.1％

97.8％

100.0％

98.8％

95.1％

96.5％

　基金の種類

  財政調整基金

  減債基金

  職員退職手当基金

  地域福祉振興基金

  ふるさと・水と土保全基金

  観光施設等整備基金

  教育・文化及び体育振興奨励基金

  香月泰男美術館運営基金

  国民健康保険基金

  国民健康保険高額療養費資金貸付基金

  介護給付費準備基金

  県収入証紙調達基金

  土地開発基金

  介護従事者処遇改善臨時特例基金

　　合　　計

金額　

10億6,892万円

8,380万円

4億6,007万円

2億5,332万円

416万円

320万円

920万円

1億3,614万円

2億8,649万円

1,184万円

2億8,364万円

400万円

7億6,224万円

1,630万円

33億8,331万円

基金の残高

　財産の種類

  土地

  建物

  山林

  出資金

  基金

　　

224万㎡

25万㎡

5,294万㎡

2億7,106万円

33億8,331万円

市有財産の状況

　会計

  国民健康保険事業

  公共下水道事業

  湯本温泉事業

  老人保健事業

  漁業集落排水事業

  農業集落排水事業

  介護保険事業

  電気通信事業

  後期高齢者医療事業

歳入　

54億2,821万円

12億5,183万円

9,884万円

3,878万円

1億5,747万円

6億   470万円

31億7,075万円

1億   921万円

5億5,024万円

歳出　

53億2,922万円

12億5,013万円

9,884万円

2,820万円

1億5,747万円

6億   470万円

30億7,268万円

9,717万円

5億4,009万円

特別会計決算

内一般会計から　
繰入金　

4億   289万円

4億8,076万円

5,247万円

0万円

7,311万円

3億8,708万円

4億2,581万円

0万円

1億5,942万円

地方債残高

※普通会計：長門市においては一般会計 +電気通信事
　　　　　　業会計

  ①実質赤字比率

  ②連結実質赤字比率

  ③実質公債費比率

  ④将来負担比率

長門市　　

該当なし

該当なし

16.1％

135.0％

早期健全化基準

12.94％以上

17.94％以上

25.0％以上

350.0％以上

財政健全化比率

財政再生基準

20.0％以上

40.0％以上

35.0％以上

－

  水道事業会計

  公共下水道事業会計

  農業集落排水事業会計

  漁業集落排水事業会計

  湯本温泉事業会計

資金不足比率

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

経営健全化基準

20.0％　　

資金不足比率

※水道事業以外は準公営企業会計です

収納率
（現年分）

　会計
  普通会計
  下水道事業
  漁業集落排水事業
  農業集落排水事業
  観光施設事業
  介護サービス事業
  水道事業

　会計
274億2,073万円 
55億3,316万円
6億1,763万円
42億   491万円
3億       1万円

400万円
39億5,786万円

　

10
月
の
決
算
議
会
に
お
い
て
平
成
21
年
度

決
算
が
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
本
市
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
る
決
算
審
査
意
見
書
の

中
の
総
括
意
見
は
、
監
査
委
員
と
し
て
最
も
力

の
入
る
と
こ
ろ
で
す
。
昨
年
は
怖
い
も
の
知

ら
ず
の
勢
い
に
ま
か
せ
、
今
年
は
２
年
目
の

余
裕
と
構
え
た
も
の
の
浅
学
非
才
が
災
い
し
、

思
い
の
ほ
か
手
こ
ず
る
事
と
な
り
ま
し
た
。

　

と
こ
ろ
で
近
頃
よ
く
書
店
で
経
済
・
社
会

学
者
「
ピ
ー
タ
ー
・
ド
ラ
ッ
カ
ー
」
の
名
前
を

目
に
し
ま
す
。
今
か
ら
約
40
年
前
、『
断
絶
の

時
代
』
と
い
っ
た
刺
激
的
な
タ
イ
ト
ル
の
本
か

ら
受
け
た
衝
撃
は
、
風
化
す
る
こ
と
な
く
私

の
記
憶
に
残
っ
て
い
ま
す
。
た
だ
、
そ
の
後

の
彼
の
単
著
を
手
に
す
る
ま
で
の
勤
勉
さ
と
、

向
学
心
は
持
ち
合
わ
せ
て
い
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

つ
い
最
近
ま
で
、「
経
営
」と
い
っ
た
言
葉
は
、

行
政
の
長
い
歴
史
の
中
で
は
無
縁
の
も
の
と

さ
れ
、
単
に
民
間
企
業
の
利
益
追
求
の
た
め

の
体
系
的
手
法
と
見
ら
れ
て
い
ま
し
た
。
ま

た
、
サ
ー
ビ
ス
の
成
果
を
測
る
尺
度
を
必
要

と
し
な
か
っ
た
行
政
は
、
浪
費
に
陥
り
や
す

い
と
し
た
ド
ラ
ッ
カ
ー
の
警
鐘
は
、
現
に
今

日
、
大
き
な
問
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

少
子
高
齢
化
社
会
の
到
来
に
よ
り
、
多
様

に
し
て
複
雑
化
す
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
と
困
窮

す
る
地
方
財
政
は
、
年
々
深
刻
さ
を
増
し
て

い
ま
す
。
も
は
や
「
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」・「
マ
ー

ケ
テ
ィ
ン
グ
」
と
い
っ
た
経
営
概
念
の
導
入
な

く
し
て
、
真
の
行
財
政
改
革
は
図
ら
れ
な
い

の
で
は
な
い
か
と･･･

。

　

監
査
業
務
の
ひ
と
区
切
り
を
機
に
、
徒
然

に
気
ま
ま
な
思
い
を
巡
ら
せ
て
い
ま
す
。

長門市代表監査委員　鐘崎英二さん

【
特
別
会
計
と
公
営
企
業
会
計
】

　

特
別
会
計
は
、
特
別
の
事
業
を
行
う
場
合

に
、
特
定
の
収
入
（
た
と
え
ば
、
保
険
料
や
使

用
料
な
ど
）
を
も
っ
て
そ
の
事
業
に
あ
て
る
た

め
、
一
般
会
計
か
ら
切
り
離
す
こ
と
で
、
経
理

上
そ
の
内
容
が
明
確
に
な
る
よ
う
に
設
け
ら

れ
て
い
る
会
計
で
す
。
そ
れ
ぞ
れ
の
決
算
は

上
記
の
表
の
と
お
り
で
す
。

　

長
門
市
の
公
営
企
業
会
計
で
あ
る
水
道
事

業
会
計
の
決
算
に
つ
い
て
は
、
６
月
１
日
号

の
「
財
政
状
況
報
告
」
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く
健
全
化
の
指
標

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
を
適
正
に
運
営
す

る
こ
と
を
目
的
と
し
た
「
地
方
公
共
団
体
の

健
全
化
に
関
す
る
法
律
」（
財
政
健
全
化
法
）

が
平
成
20
年
４
月
に
施
行
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
法
律
に
よ
り
、
長
門
市
の
財
政
健
全

度
を
判
断
す
る
４
つ
の
指
標
を
、
平
成
21
年

度
決
算
の
数
値
か
ら
公
表
し
ま
す
。
４
つ
の

指
標
は
次
の
と
お
り
で
す
。

①
実
質
赤
字
比
率

　

一
般
会
計
の
赤
字
額
が
標
準
財
政
規
模
に

占
め
る
割
合
。

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

　

一
般
会
計
だ
け
で
は
な
く
全
会
計
の
赤
字

額
が
標
準
財
政
規
模
に
占
め
る
割
合
。

③
実
質
公
債
費
比
率

　

一
般
会
計
な
ど
が
負
担
す
る
借
入
金
の
返

済
が
標
準
財
政
規
模
に
占
め
る
割
合
。

④
将
来
負
担
比
率

　

一
般
会
計
な
ど
が
将
来
負
担
す
べ
き
負
債

の
額
か
ら
、
基
金
な
ど
の
貯
金
を
差
し
引
い

た
額
が
標
準
財
政
規
模
に
占
め
る
割
合
。

　

財
政
健
全
化
法
で
は
、
こ
の
４
つ
の
指
標

に
よ
り
市
の
財
政
状
況
を
「
早
期
健
全
化
（
イ

エ
ロ
ー
カ
ー
ド
）」
と
「
財
政
再
生
（
レ
ッ
ド

カ
ー
ド
）」
の
２
段
階
で
判
断
し
ま
す
。
平
成

21
年
度
決
算
の
数
字
か
ら
算
出
し
た
長
門
市

の
こ
れ
ら
の
指
標
の
値
は
健
全
財
政
の
範
囲

内
に
あ
り
ま
す
。

資
金
不
足
比
率

　

資
金
不
足
比
率
は
、
公
営
企
業
会
計
に
お

け
る
資
金
不
足
額
の
事
業
規
模
に
占
め
る
割

合
を
表
し
て
い
ま
す
。
長
門
市
の
公
営
企
業

は
い
ず
れ
も
資
金
不
足
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

資
金
不
足
額
が
経
営
健
全
化
基
準
を
超
え

る
と
、
経
営
健
全
化
計
画
を
策
定
し
自
主
的

な
経
営
健
全
化
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

特集■決算報告

特別会計財産等

財政健全化指数

財政指数
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監査を終えて


